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宮城県震災復興計画

策定の趣旨

基本理念

平成 23 年３月 11 日に発生した東北地方太平洋沖地震により、甚大な被害を被った本県
の今後 10 年間における復興の道筋を示すため、「宮城県震災復興計画」を策定すること
としました。復興を成し遂げるには、従来とは異なる新たな制度設計や手法を取り入れ
ることが不可欠であるため、宮城県震災復興計画は「提案型」の計画としています。

２.
１.

３.
４.
５.

宮城県では大震災からの復興の指針として、平成 23 年 10 月に「宮城県震災
復興計画」を策定しました。

災害に強く安心して暮らせるまちづくり

県民一人ひとりが復興の主体総力を結集した復興

「復旧」にとどまらない抜本的な「再構築」

現代社会の課題を解決する先進的な地域づくり

壊滅的な被害からの復興モデルの構築

被災者支援情報

基本的な考え方

緊急重点事項 復興のポイント 分野別復興の方向性

■沿岸部市町

■内陸部市町

■宮城県・県内市町村の問い合わせ先一覧■各都道府県の被災者受入態勢について
市町村名電話番号窓口都道府県名

（平成 24 年 3 月 7 日現在）（総務省 H P 等より）

代表電話番号

復興を達成するまでの期間をおおむね 10 年間とし，
平成 32 年度を復興の目標に定め，その計画期間を

「復旧期」，「再生期」，「発展期」の３期に区分します。
特に，復旧期の段階から，再生期・発展期に実を結
ぶための復興の「種」をまき，ふるさと宮城の復興
に結びつけます。

県民一人ひとりが復興の主体であり，多様な活動主
体が，「絆」という人と人との結びつきを核に，復興
に向けて取り組むことが必要です。
行政は，民間をはじめ様々な主体による復興に向け
た活動を全力でサポートする体制を構築します。

県内全域を計画の対象とし，特に，沿岸被災市
町は重点的に取り組むエリアとします。

PDCA サイクルのマネジメント手法により，事
業の達成状況等について評価を行い，その結果
を具体的な復興の取組に反映します。また，社
会情勢の変化などに対応できるよう，必要に応
じ計画について見直しを行っていきます。

（１）計画期間 （２）復興の主体 （３）対象地域

復旧・復興支援制度データベース震災復興推進課ホームページ宮城県ホームページ

全国の心温まる御支援に心より感謝申し上げます。

http://www.r-assistance.go.jp/http://www.pref.miyagi.jp/fukusui/http://www.pref.miyagi.jp/
宮城県の東日本大震災に関する情報を随時更
新し発信しています。

宮城県の震災復興に関する情報を随時更新し
発信しています。

被災地の住民や事業者の方々に、国や地方公共団体
などが運用している復旧・復興の支援制度を効果的
に活用していただくために設置したサイトです。

生活関連、しごと、相談窓口、住居など
分野別に案内しています。

「みやぎ被災者生活支援ガイド
ブック」も課ホームページにて
閲覧・ダウンロードできます。

（４）進行管理

県内 19 市町においても、地域の実情に応じて震災復興計画を策定しました。

県民一人ひとりが復興の主体
総力を結集した復興

国

県民

企業

NPO等

市町村県

団体

大学

計画期間：10 年間（目標：平成 32 年度）

復旧期 再生期 発展期
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被災者の生活支援

公共土木施設とライフラインの早期復旧

被災市町村の行政機能の回復

災害廃棄物の処理

教育環境の確保

保健・医療・福祉の確保

雇用・生活資金の確保

農林水産業の初期復興

商工業の復興

安全・安心な地域社会の再構築

原子力災害等への対応

宮城県

仙台市

　- 青葉区

　- 宮城野区　

　- 若林区

　- 太白区

　- 泉区

石巻市

塩竈市

気仙沼市

白石市

名取市

角田市

多賀城市

岩沼市

登米市

栗原市

東松島市

大崎市

蔵王町

七ヶ宿町

大河原町

村田町

柴田町

川崎町

丸森町

亘理町

山元町

松島町

七ヶ浜町

利府町

大和町

大郷町

富谷町

大衡村

色麻町

加美町

涌谷町

美里町

女川町

南三陸町

道外被災県支援対策本部

青森県生活再建・産業復興局

支援内容に応じて受付

災害対策本部　被災者受入支援チーム

広域支援対策本部避難者支援班

支援内容に応じて受付

災害対策本部避難対策班

東日本大震災による避難生活者のためのワンストップ電話相談窓口

避難者受入れ支援センター

福祉部　福祉監査課

報道広報課広聴室内

都市整備局住宅政策推進部不動産業課

安全防災局 危機管理部 災害対策課

情報収集班

防災・危機管理課

土木部建築住宅課／観光交流局観光推進課

危機対策・防災課

知事政策局東日本大震災支援対策室

避難者受入支援チーム

災害支援対策本部

被災者受入相談センター

東部被災者受入相談センター

政策部政策総務室

健康福祉部 健康福祉政策課

災害支援対策本部

被災者生活相談窓口

災害対策支援本部事務局

支援内容に応じて受付

支援内容に応じて受付

東北地方太平洋沖地震災害支援対策本部

土木部建築住宅課住宅管理グループ

被災者住宅支援相談窓口

総合相談窓口（広島県危機管理センター）

健康福祉部厚政課（地域保健福祉班）

教育委員会福利厚生課／企画総務部職員厚生課

被災者受入総合相談窓口

建築住宅課公営住宅係

県庁住宅課

被災者住宅支援窓口

被災者受入支援チーム

市町振興課

熊本県総務部総務事務センター

被災者受入対策室

危機管理課

危機管理局

知事公室防災危機管理課（被災者受入相談窓口）

北海道

青森県

岩手県

秋田県

山形県

福島県

茨城県

栃木県

群馬県

埼玉県

千葉県

東京都

神奈川県

新潟県

富山県

石川県

福井県

山梨県

長野県

岐阜県

静岡県

愛知県

三重県

滋賀県

京都府

大阪府

兵庫県

奈良県

和歌山県

鳥取県

島根県

岡山県

広島県

山口県

徳島県

香川県

愛媛県

高知県

福岡県

佐賀県

長崎県

熊本県

大分県

宮崎県

鹿児島県

沖縄県

011 - 204 - 5800
017 - 734 - 9580
019 - 651 - 3111（代）
018 - 860 - 4505
023 - 625 - 1605
024 - 521 - 1111（代）
029 - 301 - 6735
028 - 623 - 0618
0270 - 26 - 9420
048 - 830 - 3440
043 - 223 - 3411
0120 - 918 - 338
045 - 210 - 5970
025 - 282 - 1728
076 - 444 - 3187
076-225-1777／-1542
0776 - 20 - 0308
055 - 223 - 1519
026 - 235 - 7407
058 - 272 - 1034
054 - 221 - 2527
055 - 951 - 8205
059 - 224 - 2640
077 - 528 - 3519
017 - 414 - 5930
06 - 6210 - 9290
078 - 362 - 9886
0742 - 22 - 1101（代）
073 - 432 - 4111（代）
0857 - 26 - 7277
0852 - 22 - 5569
086 - 226 - 7917
082 - 513 - 5897
083 - 933 - 2724
088-621-3178／-2046
087 - 832 - 3808
089 - 912 - 2759
088 - 823 - 9855
092 - 643 - 3729
0952 - 25 - 7385
095 - 895 - 2133
096 - 333 - 2760
097 - 506 - 2591
0985 - 26 - 7618
099 - 286 - 2268
090 - 3790 - 0137

0 2 2 - 2 1 1 - 2 1 1 1
0 2 2 - 2 6 1 - 1 1 1 1
0 2 2 - 2 2 5 - 7 2 1 1
0 2 2 - 2 9 1 - 2 1 1 1
0 2 2 - 2 8 2 - 1 1 1 1
0 2 2 - 2 4 7 - 1 1 1 1
0 2 2 - 3 7 2 - 3 1 1 1
0 2 2 5 - 9 5 - 1 1 1 1
0 2 2 - 3 6 4 - 1 1 1 1
0 2 2 6 - 2 2 - 6 6 0 0
0 2 2 4 - 2 5 - 2 1 1 1
0 2 2 - 3 8 4 - 2 1 1 1
0 2 2 4 - 6 3 - 2 1 1 1
0 2 2 - 3 6 8 - 1 1 4 1
0 2 2 3 - 2 2 - 1 1 1 1
0 2 2 0 - 2 2 - 2 1 1 1
0 2 2 8 - 2 2 - 1 1 2 2
0 2 2 5 - 8 2 - 1 1 1 1
0 2 2 9 - 2 3 - 2 1 1 1
0 2 2 4 - 3 3 - 2 2 1 1
0 2 2 4 - 3 7 - 2 1 1 1
0 2 2 4 - 5 3 - 2 1 1 1
0 2 2 4 - 8 3 - 2 1 1 1
0 2 2 4 - 5 5 - 2 1 1 1
0 2 2 4 - 8 4 - 2 1 1 1
0 2 2 4 - 7 2 - 2 1 1 1
0 2 2 3 - 3 4 - 1 1 1 1
0 2 2 3 - 3 7 - 1 1 1 1
0 2 2 - 3 5 4 - 5 7 0 1
0 2 2 - 3 5 7 - 2 1 1 1
0 2 2 - 7 6 7 - 2 1 1 1
0 2 2 - 3 4 5 - 1 1 1 1
0 2 2 - 3 5 9 - 3 1 1 1
0 2 2 - 3 5 8 - 3 1 1 1
0 2 2 - 3 4 5 - 5 1 1 1
0 2 2 9 - 6 5 - 2 1 1 1
0 2 2 9 - 6 3 - 3 1 1 1
0 2 2 9 - 4 3 - 2 1 1 1
0 2 2 9 - 3 3 - 2 1 1 1
0 2 2 5 - 5 4 - 3 1 3 1
0 2 2 6 - 4 6 - 2 6 0 0

災害に強いまちづくり宮城モデルの構築

水産県みやぎの復興

先進的な農林業の構築

ものづくり産業の早期復興による「富県宮城の実現」

多様な魅力を持つみやぎの観光の再生

地域を包括する保健・医療・福祉の再構築

再生可能なエネルギーを活用したエコタウンの形成

災害に強い県土・国土づくりの推進

未来を担う人材の育成

復興を支える財源・制度・連携体制の構築

環境・生活・衛生・廃棄物
保健・医療・福祉
経済・商工・観光・雇用
農業・林業・水産業
公共土木施設
教育
防災・安全・安心

検索

検索

検索検索

検索

詳しくは

詳しくは

詳しくは詳しくは

詳しくは

震災復興計画 震災復興計画

気仙沼市震災復興計画

七ヶ浜町震災復興計画

南三陸町震災復興計画

仙台市震災復興計画

石巻市震災復興基本計画

名取市震災復興計画

女川町復興計画

岩沼市震災復興計画グランドデザイン

東松島市復興まちづくり計画

亘理町震災復興計画

松島町震災復興計画

山元町震災復興計画

利府町震災復興計画

塩竈市震災復興計画

多賀城市震災復興計画

角田市震災復旧・復興基本計画

白石市東日本大震災復興計画

登米市震災復興計画

大崎市震災復興計画

策定時期 策定時期

2011.10.7

2011.11.8

2011.12.26

2011.11.30

2011.12.22

2011.10月

2011.9月

2011.8.7

2011.12.26

2011.12.16

2011.12.28

2011.12.26

2011.12.26

2011.12.2

2011.12.21

2011.8.25

2011.9.30

2011.12.14

2011.10月

市町 市町

気仙沼市

七ヶ浜町

南三陸町

仙台市

石巻市

名取市

女川町

岩沼市

東松島市

亘理町

松島町

山元町

利府町

塩竈市

多賀城市

角田市

白石市

登米市

大崎市

沿岸被災市町・
県全体の復興のイメージ

県の行財政運営の基本方針

県内市町震災復興計画


